
リ
ト
ア
ニ
ア
で
反
原
発
の

野
党
勝
利

バ
ル
ト
三
国
の
一
つ
リ
ト

ア
ニ
ア
で
は
、
一
〇
月
九
日

と
一
〇
月
二
十
三
日
の
二
回

議
会
選
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
反
原
発
を
掲
げ

る
野
党
の
農
民
・
グ
リ
ー
ン

同
盟
が
一
議
席
か
ら
五
四
議

席
に
大
躍
進
し
、
第
一
党
に

な
り
ま
し
た
。

リ
ト
ア
ニ
ア
に
は
日
立
製

作
所
が
事
実
上
受
注
し
た
ビ

サ
ギ
ナ
ス
原
発
建
設
計
画
が

あ
り
ま
す
。

し
か
し
、
二
〇
十
二
年
の

国
民
投
票
で
建
設
反
対
が
六

割
を
超
え
、
十
四
年
に
は
液

化
天
然
ガ
ス
基
地
を
設
け
る

な
ど
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
情
が

大
き
く
か
わ
り
、
計
画
は
進

ん
で
い
ま
せ
ん
で
し
た
。
今

回
の
議
会
選
挙
を
受
け
て
原

発
建
設
計
画
は
一
層
厳
し
く

な
り
ま
し
た
。

ベ
ト
ナ
ム
原
発
計
画

白
紙
撤
回
に
！

ベ
ト
ナ
ム
国
会
は
十
一
月

二
十
二
日
、
日
本
と
ロ
シ
ア

の
受
注
が
決
ま
っ
て
い
た
南

中
部
沿
岸
地
方
ニ
ン
ト
ゥ
ア

ン
省
の
原
発
建
設
計
画
に
つ

い
て
、
東
電
福
島
原
発
事
故

を
受
け
た
コ
ス
ト
増
加
や
財

政
難
な
ど
を
理
由
に
中
止
す

る
政
府
決
議
案
を
賛
成
多
数

で
承
認
し
ま
し
た
。

当
初
の
計
画
で
は
最
初
の

原
発
が
十
四
年
に
着
工
、
二

〇
年
に
稼
働
予
定
で
し
た
が
、

十
一
年
の
福
島
原
発
事
故
後
、

新
た
な
安
全
対
策
が
必
要
と

な
り
、
計
画
が
先
送
り
さ
れ

て
い
ま
し
た
。

原
発
の
建
設
に
要
す
る
費

用
は
ロ
シ
ア
が
受
注
し
た
も

の
と
併
せ
て
、
四
基
で
合
計

二
兆
円
を
超
え
る
と
見
ら
れ
、

年
間
予
算
四
兆
円
規
模
の
ベ

ト
ナ
ム
政
府
に
は
重
す
ぎ
る

負
担
で
す
。

ベ
ト
ナ
ム
電
力
公
社
関
係

者
は
、
原
発
推
進
と
い
う
ベ

ト
ナ
ム
政
府
の
方
針
自
体
は

変
わ
ら
な
い
と
し
て
い
ま
す

が
、
今
回
の
白
紙
撤
回
に
よ

り
ベ
ト
ナ
ム
の
原
発
計
画
が

頓
挫
し
た
の
は
確
実
で
す
。

今
回
の
建
設
計
画
は
日
立
、

東
芝
が
原
発
設
備
の
建
設
を
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海
外
で
原
発
計
画
停
止
相
次
ぐ

ニントゥアン省の原発建設予定地
（２００９年 共同通信）



提
唱
し
、
そ
れ
を
国
際
原
子

力
開
発
（
株
）
が
日
本
側
の

窓
口
と
な
っ
て
推
進
し
て
き

ま
し
た
。

こ
れ
は
海
外
に
日
本
の
原

発
を
海
外
に
売
り
込
む
た
め

二
〇
一
〇
年
に
設
立
さ
れ
た

も
の
で
、
株
主
は
東
京
電
力

株
式
会
社
や
関
西
電
力
株
式

会
社
な
ど
九
電
力
会
社
と
株

式
会
社
東
芝
、
株
式
会
社
日

立
製
作
所
、
三
菱
重
工
業
株

式
会
社
、
株
式
会
社
産
業
革

新
機
構
で
す
。
つ
ま
り
電
気

事
業
連
合
会
と
原
発
メ
ー
カ
ー

で
構
成
さ
れ
、
そ
こ
に
国
の

肝
い
り
の
株
式
会
社
産
業
革

新
機
構
が
加
わ
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
機
構
は
二
〇
〇
九
年
に

一
五
年
限
定
で
産
業
競
争
力

強
化
法
に
基
づ
い
て
設
立
さ

れ
た
官
民
出
資
の
投
資
フ
ァ

ン
ド
で
す
。

政
府
が
二
八
六
〇
億
円
、

民
間
企
業
二
六
社
が
一
四
〇

億
円
出
資
し
て
い
ま
す
。

原
発
に
群
が
る
ハ
イ
エ
ナ

の
姿
が
目
に
浮
か
び
ま
す
。

台
湾
原
発
全
廃
へ

反
原
発
民
衆
運
動
の
勝
利

台
湾
の
蔡
英
文
政
権
は
二

〇
二
五
年
に
「
原
発
ゼ
ロ
」

に
す
る
こ
と
を
決
断
し
、
行

政
院
（
内
閣
）
は
再
生
エ
ネ

ル
ギ
ー
事
業
へ
の
民
間
参
画

を
促
す
電
気
事
業
法
の
改
正

案
を
一
〇
月
二
十
二
日
閣
議

決
定
し
ま
し
た
。

太
陽
光
と
風
力
発
電
を
中

心
に
再
生
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
割

合
を
二
〇
％
ま
で
高
め
る
と

し
て
い
ま
す
。
改
正
案
で
は

六
～
九
年
か
け
て
発
送
電
分

離
も
行
う
予
定
。
蔡
総
統
は

「
改
正
は
原
発
ゼ
ロ
を
進
め
、

電
源
構
成
を
転
換
す
る
決
意

を
示
す
も
の
」
と
言
明
。

台
湾
で
は
、
原
発
は
第
一

か
ら
第
三
原
発
ま
で
六
基
あ

り
、
三
基
が
稼
働
中
。
原
発

は
発
電
容
量
の
一
四
・
一
％

を
占
め
て
い
ま
す
。
今
回
の

決
定
の
大
き
な
契
機
と
な
っ

た
の
は
や
は
り
三
・
一
一
福

島
第
一
原
発
事
故
後
、
日
本

と
同
じ
地
震
の
多
い
台
湾
で

反
原
発
の
世
論
が
一
気
に
高

ま
っ
た
こ
と
で
す
。

三
・
一
一
後
は
一
〇
万
人

規
模
の
反
原
発
デ
モ
も
度
々

あ
り
ま
し
た
が
、
当
時
の
国

民
党
・
馬
政
権
は
危
機
感
を

持
ち
ま
せ
ん
で
し
た
。
こ
こ

に
至
る
ま
で
に
、
建
設
計
画

か
ら
数
え
て
三
〇
年
に
も
な

る
第
四
原
発
（
日
本
製
の
原

発
）
反
対
の
息
の
長
い
民
衆

運
動
の
蓄
積
が
あ
り
ま
し
た
。

そ
れ
が
民
進
党
蔡
政
権
の
実

現
に
よ
り
花
開
い
た
の
で
す
。

中
国
や
イ
ン
ド
が
原
発
を

増
設
さ
せ
る
中
、
国
家
と
し

て
ア
ジ
ア
で
脱
原
発
を
決
定

す
る
の
は
初
め
て
で
は
な
い

で
し
ょ
う
か
。

私
た
ち
も
粘
り
強
く
原
発

反
対
の
声
を
上
げ
続
け
て
い

き
ま
し
ょ
う
。

ア
ー
ト
・
ア
ド
分
会

Ｎ
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